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○ 市町村合併関係３法案の概要について 
 

市町村の合併の特例等に関する法律案の概要 
 

１ 合併特例区 

   合併後の一定期間（５年以下）、１又は２以上の合併関係市町村の区域であった区域

を単位として、特別地方公共団体である合併特例区（法人格を有する。）を設けるこ

とができる。 

 (1) 設置手続 

  合併関係市町村の協議で規約を定め、廃置分合の申請に併せ、設置を申請する。 

 

 (2) 合併特例区は、以下の事務のうち、規約で定めるものを処理する。 

  ① 合併関係市町村において処理されていた事務であって一定期間合併特例区で処理す

ることがその事務の効果的な処理に資するもの。 

  ② その他合併特例区が処理することが特に必要な事務 

【例 示】 

地域の公の施設の管理(集会所、コミュニティセンター等)、地域振興イベント、コ

ミュニティバスの運行、地域に根ざした財産の管理(里山、ブナ林等) 

 

 (3) 合併特例区の長は、合併市町村の長が選任する特別職とする。また、合併市町村の助

役又は支所・出張所長を兼ねることができる。 

 

 (4) 合併特例区協議会 

  ① 構成員は、合併特例区内に住所を有する合併市町村の議会議員の被選挙権を有する

者のうちから、規約に定める方法により合併市町村の長が選任。 

  ② 権限 

ア 予算等の重要事項を定めるときは、合併特例区協議会の同意が必要。 

イ 規約で定める合併特例区の区域に係る重要事項を実施しようとする場合は、合併

特例区協議会の意見を聴かなければならない。 

ウ 合併特例区協議会は、地域振興等合併特例区の区域に係る事務に関し、合併市町

村の長その他の機関に意見を述べることができる。 

 

 (5) 合併特例区は、住所の表示に合併特例区の名称を冠する。 

 

２ 地域自治区の特例 

   合併に際して、１又は２以上の合併関係市町村単位で地域自治区を設ける場合には、 

① 合併関係市町村の協議で設置を決定。 

② 特別職の区長を置くことができる（市町村長が選任）。 

③ 住所の表示に地域自治区の名称を冠する。 
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３ 特例措置等 

  ① 市町村建設計画は合併市町村基本計画と名称を変更し、所要の規定の整備を行う。 

  ② 合併特例債は廃止する。 

  ③ 合併算定替については、現行法の合算特例期間１０年を段階的に５年に短縮し、激

変緩和期間は現行法と同様に５年とする。 

  ④ 人口３万人以上を有すれば、地方自治法の規定にかかわらず市となることができる

特例は廃止する。 

  ⑤ 下記の特例措置は、現行の市町村の合併の特例に関する法律(以下｢現行法｣とい

う。）と同内容。 
 

  ア 市が新設合併後も市であること 

 イ 議会の議員の定数及び在任並びに退職年金に関する特例 

 ウ 農業委員会の委員の任期に関する特例 

 エ 職員の身分取扱い 

 オ 一部事務組合等に関する特例（現行法改正による合併に伴う一部事務組合に関

する手続きの簡素化を図る特例の拡充と同内容の特例を加えたもの） 

 カ 地方税の不均一課税 

 キ 合併補正、地方債の配慮 

 ク 流域下水道に関する特例 

 ケ 都道府県の議会の議員の選挙区に関する特例 

 コ 地域審議会 

 

 

４ 市町村の合併の推進に関する構想等 

 (1) 総務大臣は、自主的な市町村の合併を推進するための基本的な指針（以下「基本指

針」という。）を定めるものとする。 

 

 (2) 都道府県は、基本指針に基づき、自主的な市町村の合併を推進する必要があると認め

られる市町村（以下「構想対象市町村」という。）を対象として、自主的な市町村の

合併の推進に関する構想（以下「構想」という。）を定めるものとする。 

   構想においては、市町村の現況及び将来の見通し、構想対象市町村の組合せ等を定め

ることとする。 

 

 (3) 構想を定めるにあたって、あらかじめ、都道府県に置く市町村合併推進審議会の意見

を聴く。市町村合併推進審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、都道府県の条例

で定める。 
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 (4) 都道府県知事が、構想対象市町村に対し、地方自治法に基づき合併協議会を設けるべ

きことを勧告したときは、勧告を受けた市町村の長は合併協議会設置協議について議

会に付議し、議会が否決した場合等においては、住民が有権者の６分の１以上の連署

により又は市町村の長が住民投票の請求を行うことができる。住民投票により有効投

票の過半数の賛成があった場合には、議会が可決したものとみなす。 

 

 (5) 合併協議会において、合併市町村の名称等により協議が調わないときに、合併協議会

の委員の過半数の同意を得た申請に基づき、都道府県知事は市町村合併調整委員を任

命し、あっせん又は調停を行わせることができる。 

 

 (6) 都道府県知事は、構想対象市町村に対し、合併協議会における市町村の合併に関する

協議の推進に関し必要な措置を講ずべきことを勧告することができる。都道府県知事

は勧告を受けた市町村に対し、勧告に基づいて講じた措置について報告を求めること

ができる。 

 

５ 補則・罰則 

   国及び都道府県は、合併市町村の円滑な運営の確保及び均衡ある発展に資するため必

要な措置を講ずるよう努めなければならない等所要の規定を置く。 

 

６ 施行期日 

   この法律は平成１７年４月１日から施行し、平成２２年３月３１日限りその効力を失

う（５年間の限時法）。ただし、平成１７年３月３１日までに都道府県知事に合併の

申請を行い、平成１８年３月３１日までに行われる市町村の合併については、現行法

が適用される。 
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市町村の合併の特例に関する法律の一部を改正する法律案の概要 
 
 
１ 合併特例区 

 (1) 市町村の合併の特例等に関する法律案と同内容（(2)を除く。Ｐ１－１参照）。 

 

 (2) 特定合併市町村の特例（現行法にのみ規定） 

   特定合併市町村（平成１１年７月１６日から平成１７年３月３１日までに市町村の合

併を行った市町村）は、その議会の議決を経て定款を定めることにより、一定期間

（５年以下）、１又は２以上の合併関係市町村の区域であった区域を単位として合併

特例区を設けることができる。 

 

２ 地域自治区の特例 

   市町村の合併の特例等に関する法律案と同内容（Ｐ１－２参照）。 

 

３ 現行合併特例法の経過措置 

   平成１７年３月３１日までに市町村の合併が行われることを要件としている現行法附

則を改め、平成１７年３月３１日までに市町村が議会の議決を経て都道府県知事に合

併の申請を行い、平成１８年３月３１日までに合併を行ったものについては、現行合

併特例法の規定を適用することする。 

 

４ 一部事務組合等の特例の拡充 

一部事務組合等の構成市町村間の合併で、事実上構成団体の変更がない場合において、

市町村の合併後規約が変更されるまでの間（最大６月）、合併市町村及び他の地方公共団

体が組織する一部事務組合等とみなす等の特例措置を講じ、市町村の合併に伴う一部事務

組合等に関する手続の事務負担の軽減を図る。 

 

５ 施行期日 

   １、２は公布の日から起算して６月を超えない範囲内において政令で定める日。３は

公布の日。４は公布の日から６０日経過後の市町村合併について適用。 
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地方自治法の一部を改正する法律案の概要 
 
 
１ 住民自治の強化等を目的とする「地域自治区」の創設 

(1) 住民自治の強化等を推進する観点から市町村内の一定の区域を単位とする「地域自

治区」を市町村の判断により設置することができる。（法人格は有しない。） 

  ① 区の事務所  市町村の事務を分掌する。 

   ② 地域協議会  地域の意見を取りまとめ行政に反映する。 

   ア 構成員は、地域自治区の区域の住民のうちから市町村長が選任する。 

   イ 権限 

(ア) 地域自治区の区域に係る重要事項は、あらかじめ地域協議会の意見を聴かな

ければならない。 

(イ) (ア)のほか、市町村の事務で地域自治区の区域に係るもの等について、市町

村の長その他の機関に意見を述べる。 

  

(2) 市町村が、条例で、その区域を分けて地域自治区を設ける。 

 

 ※ 合併に際して、１又は２以上の旧市町村単位で設けられる地域自治区には、区長を置

くことができ、住所の表示にはその名称を冠する。 

 

 

２ 都道府県の自主的合併手続等の整備 

 (1) 都道府県の自主的合併手続 

   都道府県の合併について、地方自治法第６条第１項の規定に加えて、関係都道府県の

発意により行うことができるよう規定を整備する。 

  ① 関係都道府県の申請（総務大臣経由）に基づき、内閣が決定する。 

  ② 関係都道府県は、申請に際して、それぞれ議会の議決を経ることとする。 

  ③ 内閣は、この決定を行う際に国会の承認を得ることとする。 

  ④ 合併の処分は、総務大臣が行う告示により効力を生じることとする。 

 

 (2) 都道府県の境界にわたる市町村の新設合併手続 

   都道府県の境界にわたる市町村の新設合併を関係地方公共団体の発意により行うこと

ができるよう規定を整備する。 

  ① 関係市町村及び都道府県の申請に基づき、総務大臣が市町村の新設合併を定める。

この場合、総務大臣は、申請に基づき、新設市町村の属すべき都道府県を定め、これ

に伴い都道府県の境界も変更することとする。 

  ② 関係市町村及び都道府県は、申請に際して、それぞれ議会の議決を経ることとする。 

  ③ 新設合併の処分は、総務大臣が行う告示により効力を生じることとする。 
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３ 条例による事務処理特例の拡充 

  ① 市町村長は、議会の議決を経て、都道府県知事に対し、その権限に属する事務の一

部を処理することができるよう要請することができることとする。 

  ② 都道府県知事は、この要請があったときは速やかに市町村長と協議を行わなければ

ならないこととする。 

 

４ 収入役制度の改正 

   条例で収入役を置かないこととできる特例を政令で定める市（人口１０万未満の市を

想定）まで拡大する。 

 

５ 議会の定例会の招集回数の自由化 

   議会の定例会について、回数に制限なく、毎年、条例で定める回数招集することがで

きることとする。 

 

６ 財務会計制度の改正 

 (1) 支出命令の簡素化 

   政令で定めるところにより一定の経費(公共料金のような債務の確定が容易に確認で

きる経費を想定)については、支出命令を簡素化し、例えば毎月行っていた支出命令等

が年度ごとに一括して行えるよう措置する。 

 

 (2) 長期継続契約の対象範囲の拡大 

   長期継続契約ができる対象に、これまでの電気・ガス・水の供給を受ける契約、電気

通信役務の提供を受ける契約、不動産を借りる契約に加え、政令で定める契約（ＯＡ

機器のリース契約等を想定）を追加する。 

 

７ 施行期日 

   ２は平成１７年４月１日。その他は公布の日から起算して６月を超えない範囲内にお

いて政令で定める日。 
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（参考）合併特例法等の適用について 
根拠法
令 

市町村の合併の特例に関する法律 
（現行法） 

市町村の合併の特例に関する法律（現行法）一部改正案 
市町村の合併の特例等に関する法律
案（新法案）※注１（施行期日） 

対象市
町村 

・平成１７年３月３１日までに合併し
た市町村 

・平成１７年４月１日～平成２２年
３月３１日までに合併した市町村 

・平成１７年３月３１日までに合併した市町村 
・平成１７年３月３１日までに市町村が議会の議決を経て都道府県知事に合併の申請を行
い、平成１８年３月３１日までに合併を行った市町村。 ※施行期日：公布の日 ・特例期間：段階的に短縮 ・特例期間：合併の行われた日の属す

る年度及びこれに続く１０年度 ・特例期間：同左  合併年度 期間 最終年度 

合併年度 期間 最終年度 １７年度 ９年度間 ２６年度  
１６年度 １０年度間 ２６年度 １８年度 ９年度間 ２７年度 

１９年度 ７年度間 ２６年度 
２０年度 ７年度間 ２７年度 

 

２１年度 ５年度間 ２６年度 

地方交
付税の
算定の
特例 

・激変緩和期間：５年度 

合併年度 期間 最終年度 
１６年度 １０年度間 ２６年度 
１７年度 １０年度間 ２７年度 
・激変緩和期間：同左 

・激変緩和期間：同左 
合併特
例債 

・対象事業費の９５％が起債可能 
・元利償還金の７０％を交付税措置 

同左 廃止 

・市町村長の権限に属する事務を分掌し、地域住民の意見を反映させつつこれを処理する
組織で、法人格を有しない。（地方自治法で規定 ※注２（施行期日））   
 ・地域協議会 地域の意見をとりまとめ行政に反映 
   構成員（市町村長が選任、任期４年以内、無報酬とできる） 
 ・区の事務所 市町村の事務を分掌 
 地方自治法 特 例      ※注２（施行期日） 
手続 条例 関係市町村の協議 
長 事務所の長 区長（合併市町村の長が選任、任期：２年以内 特別職） 

地域自
治区 

 

 

住所表示  地域自治区の名称を冠する 

同左   

合併特
例区 

 ・合併関係市町村の協議により、旧市町村単位に法人格を有する区を一定期間（５年以
下）設置できる。               ※注２（施行期日） ※注３（特例） 
・区長（合併市町村の長が選任、任期２年以内、特別職） 
・合併特例区協議会（予算は、協議会の同意を要する。規約で定める重要事項を実施す

る場合は、協議会の意見を聴かなければならない。） 
構成員（合併市町村の長が選任、任期２年以内、無報酬とできる） 
・課税権、起債権はない。 ・住所表示には、合併特例区の名称を冠する。 

同左   

地域審
議会 

・合併市町村の長の諮問に応じて審議
し、又は必要と認められる事項につき
合併市町村の長に意見を述べる。 
・組織及び運営に必要な事項について
は、合併市町村の協議により定める。 

同左 同左 

※注１：施行期日は、平成１７年４月１日    ※注２：施行期日は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において政令で定める日   
※注３：平成１１年７月１６日から平成１７年３月３１日までに合併した市町村（特定合併市町村）は、議会の議決を経て設置できる。
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○ 合併協定項目に係る現況と先進地域の事例について 
財産の取扱い（協定項目第５号）について 

※ 注／新潟市・潮来市・大船渡市・つくば市・福山市・廿日市市・呉市・新居浜市・野田市・新発田市（いずれも合併後の市名） 

現     況 
高 松 市 香 南 町 

１ 土地及び建物 
 (1) 行政財産     土地 7,059,362.79㎡  建物 1,067,260.20㎡ 
 (2) 普通財産     土地    671,214.10㎡  建物     46,397.38㎡ 
２ 有価証券       ７３８，３３３千円 
３ 出資による権利  ５，０３４，２５２千円 
４ 債権       ４，６９１，２４２千円 
５ 基金      １９，３９４，５６４千円 

   【Ｈ１４年度末現在】 

１ 土地及び建物 
 (1) 行政財産     土地 608,545.34㎡  建物 36,147.57㎡ 
 (2) 普通財産     土地  29,479.68㎡  建物   148.75㎡ 
２ 有価証券        ３，２６７千円 
３ 出資による権利    ３６，５３０千円 
４ 債権        １００，９３７千円 
５ 基金      ２，３０６，５１８千円 

      【Ｈ１４年度末現在】 

先進地域の事例 

 平成１１年４月１日以降に編入合併した１０市（※注）の事例  

○ 大船渡市 
 ・ 三陸町の所有するすべての財産は、大船渡市に引き継ぐものとする。ただし、財産に係る権利を有する者がある場合は、合併後もそれを尊重する。 
 ・ ふるさと創生基金の使途については、三陸町の意向を尊重する。 

○ つくば市 
 ・ 茎崎町、筑南地方広域行政事務組合及び筑南水道企業団の財産（権利及び義務を含む。）は、すべてつくば市に引き継ぐものとする。 

○ 新居浜市（新潟市、潮来市、福山市、廿日市市、呉市、野田市の６市も同様） 
・ 別子山村の財産（権利及び義務を含む。）及び公の施設は、すべて新居浜市に引き継ぐものとする。 

○ 新発田市 
・ 豊浦町の財産（権利及び義務を含む。）及び公の施設は、すべて合併後の新発田市（以下「新市」という。）に引き継ぐ。 
・ なお、本田財産区の財産は、本田財産区財産として新市に引き継ぎ、また、大字本田の財産管理は従来の慣行によるものとする。 

概     要 

○ 香南町が持っていた財産（土地、建物、債権、債務など）は、すべて編入する高松市が引き継ぐこととし、公の施設についても、高松市の公の施設として設
置していくというのが原則的な考え方である。 ただし、その財産を高松市に引き継ぐことが適当でない特別の事情がある場合は、協議により、地方自治法第
294条に基づく「財産区」を設置することもできる。 
○ 財産の処分を必要とするときは、両市町で協議してこれを定めるが、この協議については、議会の議決を経なければならない。 

- 8 - 
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地域審議会の取扱い（協定項目第６号）について 

 
 

現     況 

高 松 市 香 南 町 

 
 
 
 
 
 
 

 

先進地域の事例 
 
  平成１１年４月１日以降に編入合併した１０市のうち、地域審議会を設置した市 ⇒２市  
 
○ 大船渡市 
１ 名  称   大船渡市三陸地域審議会 
２ 委員数等   １５人（公共的団体の役職員５人、学識経験者７人＜うち、合併前の町の議会議員４人＞、公募３人） 
３ 任  期   ２年 
 ４ 設置期間   平成１３年１１月１５日（合併の日）～平成２４年３月３１日 
 
○ 新居浜市 
１ 名  称   新居浜市別子山地域審議会 
２ 委員数等   ７人（公共的団体の役職員１人、学識経験者３人＜うち、合併前の村の議会議員１人＞、公募３人＜うち、合併前の村の議会議員１人＞） 
３ 任  期   ２年 
 ４ 設置期間   平成１５年４月１日（合併の日）～平成２５年３月３１日 
 
 
 
 
 
 
 
 

- 9 - 



12 

○ 地域審議会について【参考】 
  地域審議会とは、合併に伴う行政区域の拡大等により、住民の意見が合併市町村の施策に反映されにくくなるのではないかという懸念があること等を踏まえ、平
成１１年の合併特例法改正により制度化されたものである。 
  
  地域審議会は、合併関係市町村の協議に基づき、次により設置することができる。 
  (1) 期間     期限を定めて設置しなければならない。（市町村建設計画の期間も考慮して定める必要がある。） 
  (2) 区域     旧市町村の区域を単位とする。 

  (3) 任務、役割  当該合併市町村が処理する当該区域に係る事務に関し、合併市町村の長の諮問に応じて審議し、又は必要と認める事項について合併市町村の
長に意見を述べることとされている。 

           具体的な役割は、地域の実情に応じて判断されるべきものであるが、一般的には、次のようなものが考えられる。 
          ・ 合併市町村の長の諮問に応じて審議する。（市町村建設計画の変更・執行状況、基本構想・各種計画の策定・変更等） 
          ・ 合併市町村の長に、必要と認める事項について意見を述べる。（公共的施設の設置・管理運営、福祉・消防等の施策の実施状況等） 
  (4) 組織、運営  合併関係市町村の議会の議決を経て、合併関係市町村の協議により定めることとされている。なお、協議が成立したときは、直ちにその内容 
          を告示しなければならない。 
  (5) その他    地域審議会を設置した場合、合併後に市町村建設計画を変更しようとするときは、あらかじめ当該地域審議会の意見を聴かなければならな 
          い。 
 
市町村の合併の特例に関する法律（合併特例法） 
（市町村建設計画の作成及び変更） 
第５条１項～第８項 省略 
第５条第９項 第７項の規定により市町村建設計画を変更しようとする合併市町村の長は、当該合併市町村に第５条の４第１項に規定する地域審議会が置かれている場 
 合においては、あらかじめ、当該地域審議会の意見を聴かなければならない。 
第５条第 10 項 省略 
（地域審議会） 
第５条の４ 合併関係市町村の協議により、期間を定めて合併市町村に、合併関係市町村の区域であった区域ごとに、当該合併市町村が処理する当該区域に係る事務に 
 関し合併市町村の長の諮問に応じて審議し又は必要と認める事項につき合併市町村の長に意見を述べる審議会（以下「地域審議会」という。）を置くことができる。 
２ 地域審議会を組織する構成員の定数、任期、任免その他の地域審議会の組織及び運営に関し必要な事項については、合併関係市町村の協議により定めるものとす 
 る。 
３ 前２項の協議については、合併関係市町村の議会の議決を経るものとし、その協議が成立したときは、合併関係市町村は、直ちにその内容を告示しなければならな 
 い。 
４ 合併市町村は、第２項の協議により定められた事項を変更しようとするときは、条例でこれを定めなければならない。 
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議会の議員の定数及び任期の取扱い（協定項目第７号）について 

 
 

現     況 
高 松 市 香 南 町 

１ 定数等   ４０人（条例）   現員数４０人 
２ 任期    平成１５年５月２日～平成１９年５月１日 
３ 報酬月額  議 長 ７２７，０００円 
        副議長 ６４７，０００円 
        議 員 ６０８，０００円 

１ 定数等   １０人（条例）   現員数 ９人 
２ 任期      平成１３年９月３０日～平成１７年９月２９日 
３ 報酬月額  議 長 ３３０，０００円 
        副議長 ２８８，０００円 
               議  員 ２６５，０００円 

先進地域の事例 

 
  平成１１年４月１日以降に編入合併した１０市のうち、 
  定数特例を１回採用した市⇒１市 ／定数特例を２回採用した市⇒１市 ／在任特例を採用した市⇒７市 ／定数特例及び在任特例を採用した市 ⇒１市 
○ 呉市【定数特例＋定数特例】 
１ 合併の期日            平成１５年４月１日 
２ 合併前の呉市の議員定数等     ３４人（任期 ～平成１５年４月３０日） 
３ 合併前の町の議員定数等      １０人（任期 ～平成１５年４月２９日） 
４ 定数特例による増員数       １人 
５ 定数特例を採用する期間      呉市議会議員の残任期間及び合併後最初に行われる一般選挙により選出される議員の任期に相当する期間 
                    （平成１５年４月１日～平成１９年４月３０日） 
○ 新潟市【在任特例】 
１ 合併の期日            平成１３年１月１日 
２ 合併前の新潟市の議員任期     ～平成１５年５月 １日（定数４８人） 
３ 合併前の町の議員任期       ～平成１５年４月３０日（定数２２人） 
４ 在任特例を採用する期間      新潟市議会議員の残任期間（平成１３年１月１日～平成１５年５月１日） 
○ 新居浜市【在任特例＋定数特例】 
１ 合併の期日            平成１５年４月１日 
２ 合併前の新居浜市議会議員の定数等 ３４人（任期 ～平成１５年５月１日） 
３ 合併前の村の議員の定数等     ８人（任期 ～平成１５年４月２９日） 
４ 定数特例による増員数       １人 
 ５ 在任特例を採用する期間      新居浜市議会議員の残任期間（平成１５年４月１日～平成１５年５月１日） 
 ６ 定数特例を採用する期間      合併後最初に行われる一般選挙により選出される議員の任期に相当する期間 
                    （平成１５年５月２日～平成１９年４月３０日） 
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○ 編入合併における議会の議員の定数及び任期の取扱いについて【参考】 

地方自治法による原則 
 編入する市町の議員の身分には変動がなく、編入される市町の議員は、その身分を失う。ただし、合併後の議員定数が増加する場合
は、増員選挙（※）を行う。                                       【パターン ①】 

定数特例 

 編入される市町ごとに選挙区を設けて増員選挙（※）を行う。 
 増加定数＝編入する市町の条例定数×（編入される市町の人口÷編入する市
町の人口） 
 編入をする市町村の議員の身分に変動はない。      【パターン ②】 

合併特例法
による特例 

在任特例 
 編入される市町の議員が、編入する市町の議員の残任期間に合わせて、引き
続き在任する。                     【パターン ④】    

合併時に「定数特例」又は「在任特例」を適用し
た場合は、合併後、最初に行われる一般選挙により
選出される議員の任期相当期間についても、編入合
併特例定数を適用し、編入される合併関係市町の区
域ごとに選挙区を設け、一般選挙を行うことができ
る。            【パターン③・⑤】 

【パターン ①／原則】                                【パターン ②／定数特例】 
        合併                                       合併 
                                                

 
 
 
          編入先の市町の議会の議員の残任期間                           編入先の市町の議会の議員の残任期間                      
 
【パターン ③／定数特例＋定数特例】                         【パターン ④／在任特例】 
        合併                                                                         合併 
                                                

 
 
 
          編入先の市町の議会の議員の残任期間                         編入先の市町の議会の議員の残任期間 
 
【パターン  ⑤／在任特例＋定数特例】 
        合併 
      

 
 
           

編入先の市町の議会の議員の残任期間 
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※「増員選挙」は、公職選挙法第１１１条第３項の規定による定
数増加の通知を受領した日から５０日以内に行う。 
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農業委員会の委員の定数及び任期の取扱い（協定項目第８号）について 
現     況 

高 松 市 香 南 町 

１ 定数等    定数 ４７人   現員数 ４７人 
２ 任期    平成１４年７月２０日～平成１７年７月１９日 
３ 報酬月額  会長     ５９，９００円（年額：718,800円） 
        会長代理   ４６，９００円（年額：562,800円） 
        委員（部会長）４６，９００円（年額：562,800円） 
        委員（一般） ４１，７００円（年額：500,400円） 
４ 委員構成   選挙による委員    ４０人 
         法１２条１号委員    ２人 
         法１２条２号委員    ５人 

１ 定数等    定数 １４人    現員数 １４人 
２ 任期     平成１４年７月２０日～平成１７年７月１９日 
３ 報酬年額   会長     年額 ２６５，０００円 
         会長代理   年額 ２４０，０００円 
         委員（一般） 年額 ２２５，０００円 
 
４ 委員構成   選挙による委員    １０人 
         法１２条第１号委員   １人 
         法１２条第２号委員   ３人 

先進地域の事例 
 
  平成１１年４月１日以降に編入合併した１０市のうち、①旧市町ごとに農業委員会を設置した市⇒１市 ／ ②編入する市の農業委員会に統合した市⇒９市 
 
  編入する市の農業委員会に統合した９市のうち、①旧町村の選挙による委員を全員在任させた市⇒６市 ／ ②人数に制限を設けて在任させた市⇒３市 
 
○ 新潟市 
  合併後、新潟市に置かれる農業委員会は、合併の期日における黒埼町の農業委員の任期の間は、現在、両市町に設置されている農業委員会の区域ごとに現行 
 のまま設置する。 
  その後の取扱いについては、一体性確保の観点から、合併後の新潟市の全域を区域とする農業委員会に統合する。 
 
○ 福山市 
  内海町の農業委員で選挙による委員である者は、合併特例法第８条第１項第２号の規定を適用し、福山市農業委員会の委員の残任期間に限り、引き続き在任 
 するものとする。 
 
○ 呉市 
 １ 下蒲刈町農業委員会は、呉市農業委員会に統合する。 
 ２ 合併特例法第８条第１項第２号の規定により、下蒲刈町農業委員会の選挙による委員（※注 １０人）のうち４人に限り、呉市農業委員会の委員の残任期 
  間、引き続き呉市農業委員会の選挙による委員として在任する。 
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○ 編入合併における農業委員会の委員の定数及び任期について【参考】 
 

 
  ※注）１合併市町村に２以上の農業委員会を置くことができる要件としては、合併市町村の区域が２４，０００ha を超える合併市町村、又は合併市町村の区域内の農地
面積が７，０００haを超える合併市町村とされ、例外的措置と考えられている。 

    【両市町の現況】 
 高松市 香南町 計 

市町の面積      （H１５．４．１現在）  １９，４３４ha １，４７２ha   ２０，９０６ha 
農 地 面 積      （農地基本台帳の面積）   ６，２２６ha     ６８６ha    ６，９１２ha 

 
 
 
 
 
 

特 例 措 置 
区  分 原  則 

内  容 根拠法令 

在任 
 編入される合併関係市町村の委員
はすべて失職し、編入する合併市町
村の委員は在任する。 

 編入される合併関係市町村の選挙による委員のう
ち、協議により４０人以内の範囲で定める数の者に
限り、在任が可能 統 合 

合併市町村の区域に一つ
の農業委員会を置く場合 

任期 ―  編入する合併市町村の選挙による委員の在任期間 

合併特例法第８条第１項、
第２項 

在任 ― 
 従前の農業委員会が、そのまま存続する。 
 従前の農業委員会の委員が、引き続き、存続する
農業委員会の委員となる。 

旧市町
単位で
設置 

合併市町村に従前置かれ
ていた農業委員会の区域
をその区域として２以上
の農業委員会を設置する
場合 

任期 ―  従前の任期の残任期間 

農業委員会法第３４条第１
項、第２項 

在任 ― 
 合併関係市町村の選挙による委員のうち、合併関
係市町村の協議により、１０人以上８０人以内の範
囲で定める数の者に限り、在任可能 

新たに
２以上
の区域
を設置 

合併市町村に従前置かれ
ていた農業委員会の区域
をその区域としない２以
上の農業委員会を設置す
る場合 

任期 ― 
合併関係市町村の協議により、合併後１年を超え
ない範囲内で定める期間 

合併特例法第８条第３項 
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地方税の取扱い（協定項目第９号）について 

 

現     況 
高 松 市 香 南 町 

１ 住民税（個人市民税）  均等割  ２，５００円／年（標準税率） 
２ 住民税（法人市民税）  税率 法人税額の１４．７％（制限税率） 
３ 固定資産税       両市町共に同一の税率 
４ 軽自動車税       制限税率（50㏄以下の原付、ミニカーを除く） 
５ たばこ税        両市町共に同一の税率 
６ 特別土地保有税     両市町共に同一の税率 
７ 入湯税         入湯客１人１日につき１５０円 
８ 事業所税        あり 
※ 国民健康保険料・税   料として徴収 

１ 住民税（個人町民税）  均等割  ２，０００円／年（標準税率） 
２ 住民税（法人町民税）  税率 法人税額の１２．３％（標準税率） 
３ 固定資産税       両市町共に同一の税率 
４ 軽自動車税       標準税率 
５ たばこ税        両市町共に同一の税率 
６ 特別土地保有税     両市町共に同一の税率 
７ 入湯税         入湯客１人１日につき１００円 
８ 事業所税        なし 
※ 国民健康保険料・税   税として徴収 

先進地域の事例 

 
  平成１１年４月１日以降に編入合併した１０市のうち、不均一課税を行った市 ⇒ ８市  
  不均一課税を行った８市の当該措置期間  合併年度のみ⇒２市 ／ 合併年度＋３年度⇒４市 ／ 合併年度＋５年度⇒１市 ／ その他⇒１市 
○ 新潟市 
  地方税は、新潟市の制度に統一する。 
  ただし、①住民税の個人均等割、都市計画税及び事業所税については、合併年度及びこれに続く３年度は不均一課税を実施する。 
      ②入湯税に関しては、福祉向上を図るために設置された「黒埼荘」での入湯については課税免除とする。 
○ 呉市 
  地方税は、呉市の制度に統一する。 
  ただし、両市町で税率の異なるものについては、合併年度及びこれに続く５年度は不均一課税を実施する。 
○ 福山市 
  地方税は、福山市の制度に統一する。 
  ただし、①個人市民税及び法人市民税については、合併年度及びこれに続く３年度は不均一課税を実施する。 
      ②事業所税については、福山市は現行のとおりとし、内海町では合併年度及びこれに続く５年度は不均一課税を実施する。 
      ③特別土地保有税については、課税対象を内海町では、合併年度とこれに続く３年度は現行のとおりとする。 
 
【合併特例法における地方税に関する特例／参考】 
 合併関係市町村の相互の間に地方税の賦課に関して著しい不均衡があるため、合併市町村の全域にわたって均一の課税をすることが著しく衡平を欠くと認められる場
合、又は市町村の合併によって承継した財産若しくは負債の額について合併関係市町村の相互の間に著しい差異があるため、合併市町村の全域にわたって均一の課税をす
ることが著しく衡平を欠くと認められる場合には、合併が行われた年度及びこれに続く５年度に限って、課税をしないこと又は不均一の課税をすることができる。 
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一般職の職員の身分の取扱い（協定項目第１０号）について 

 

現     況 
高 松 市 香 南 町 

１ 職員数 
  ３，３４０人（Ｈ１５．４．１現在） 
２ 職層別人数・比率 
 (1) 部長級             １８人（ ０．６％） 
 (2) 部次長級            ４２人（ １．３％） 
 (3) 課長級            １４０人（ ４．３％） 
 (4) 課長補佐級          ２２２人（ ６．９％） 
 (5) 係長級            ７７４人（２４．０％） 
 (6) 一般職・教員等      ２，０３０人（６２．９％） 
 
※ 上記２の人数・比率は県派遣職員等を除いた数値 

１ 職員数 
   ７９人（Ｈ１５．４．１現在） 
２ 職層別人数・比率 
 (1) 部長級             ０人（ ０．０％） 
 (2) 部次長級（参事）        １人（ １．２％） 
 (3) 課長級             ９人（１１．４％） 
 (4) 課長補佐級           ９人（１１．４％） 
 (5) 係長級            １９人（２４．１％） 
 (6) 一般職            ４１人（５１．９％） 
 
 

先進地域の事例 
 
○ 新潟市 
  黒埼町の定数内の職員は、すべて新潟市の職員として引き継ぐものとする。 
  職員の任免、給与その他の身分の取扱いについては、新潟市の職員と不均衡が生じないよう公正に取り扱うものとし、その細目は、両市町の長が別に協議し
て定める。 

 
○ 福山市 
  内海町の定数内の職員は、すべて現員現給で福山市の職員として引き継ぐものとする。 
  その取扱いについての細目は、福山市及び内海町の長が別に協議して定めるものとする。 
 
○ 新居浜市 
  別子山村の一般職の職員は、すべて新居浜市の一般職の職員として引き継ぐものとする。 
  別子山村の一般職の職員の給与、任用、配置その他の身分の取扱いについては、新居浜市の職員と均衡を失しないように公正に取り扱うものとする。 
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建設計画（協定項目第２５号）について 

 
 
 
 

先進地域の事例 

計画策定の基本方針 
 新潟市（編入合併） 福山市（編入合併） 

計画の趣旨 

 黒埼町総合計画を継承するとともに、新潟市総合計画を踏まえて、総
合的なまちづくり計画を策定し、これを実現することにより両市町の速
やかな一体化を促進し、住民福祉の向上と地域発展を図る、基本方針と
なり、具体的な施策の方向を示すもの。 

 内海町の総合計画を踏まえて、内海町地域の「まちづくりの基本方
針」を定めるとともに、総合的な「まちづくり計画」を策定することに
より、両市町の速やかな一体性を促進し、住民福祉の向上と地域発展に
資する具体的な施策の方向を示すもの。 

計画の構成 

１計画の概要 
  趣旨、構成、期間 
２合併の必要性と効果 
３まちづくりの基本方針 
４まちづくり計画 
５概算事業費 
６財政計画 

１序論 
合併の必要性、策定方針 
２市町の概況 
  地勢、人口、世帯 
３まちづくりの基本方針 
４まちづくり計画 
５財政計画 

計画の期間 平成１３年度～平成２２年度 平成１５年度～平成２４年度 

計画の区域 黒埼町地域 内海町地域 

概    要 

○ 建設計画は、住民が合併の適否を判断する材料となるばかりでなく、合併市町のマスタープランとしての役割を果たすものです。さまざまな財政支援もこの
建設計画を基礎として講じられます。 
○ 住民発議により設置された法定協議会は、その設置の日から６カ月以内に、この建設計画の作成や合併に関する協議の状況を協議会設置請求代表者に通知す
るとともに、これを公表しなければなりません。【合併特例法第５条第６項】 
○  総務省の「市町村合併の協議の進展を踏まえた今後の取組（指針）」（１４．３．２９）では、住民意思の的確な反映、協議の効率的な進行に努め、設置後
１年程度を目処に合併に関する具体的な判断材料を取りまとめて、これを明らかにすることが望まれるとしています。 
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○ 建設計画の概要について【参考】 

１ 建設計画の意義 
  建設計画は、合併協議会が作成されるものであり、市町村の合併に際し、合併関係市町村の住民に対して合併市町村の将来に関するビジョンを与え、これによっ

て住民が合併の適否を判断するという、いわば合併市町村のマスタープランとしての役割を果たすものである。 
  また、建設計画を基礎として、市町村の合併の特例に関する法律（以下「合併特例法」という。）に基づく財政措置が講じられることとなっており、策定に当 
たっては、合併特例法第５条第２項の規定により、次の点に配慮することとされている。 

○ 合併市町村の建設を総合的かつ効果的に推進すること 
単にハード面の整備だけでなく、ソフト面にも配慮した計画とし、また、計画の内容が、実現困難なものとならないよう、真に合併市町村の建設に資する事業を選
択し、合理的で健全な行財政に裏付けられた着実な計画とすること。 
○ 合併市町村の一体性の速やかな確立及び住民の福祉の向上等を図ること 
  合併市町村における旧市町村意識を早期に解消し、新市町村の建設を進めるための推進基盤を確立するとともに、その計画の実施を通じて、地域全体のレベルアッ
プを実現し、地域住民の生活水準・文化水準を高め、併せて組織及び運営の合理化を図る必要があること。 
○ 合併市町村の均衡ある発展に資するよう適切に配慮すること 
  合併により、いわゆる周辺地域となるおそれのある地域については、特に重点的に振興整備等の方策が計画に明確に位置付けられるべきであること。 

２ 建設計画に盛り込むべき事項 
  建設計画の具体的な内容は、あくまでも合併協議会において合併関係市町村の自主的な判断により決定されるものであるが、合併特例法第５条第１項では、建設
計画に盛り込むべき事項として、次の事項が例示されている。 
 (1) 合併市町村の建設の基本方針（合併特例法第５条第１項第１号） 
   新設合併の場合には、当該合併市町村が将来進むべき方向及び行財政運営の基本事項等について定めるべきであり、編入合併の場合には、少なくとも編入され

る区域について、当該区域が合併後において果たす役割及び合併市町村における位置付けについて定める必要がある。 
 (2) 合併市町村の建設の根幹となるべき事業に関する事項（合併特例法第５条第１項第２号） 

   上記(1)を実現するための事業について、その大綱を定めるものである。「根幹となる事業」は、合併市町村が実施する事業はもとより、都道府県が実施する
事業についても、市町村または都道府県の判断により、適宜、必要な事業を位置付けることとなる。 

   また、合併市町村あるいは都道府県が実施する事業のうち、建設計画に基づき実施される事業についてのみ合併特例法による財政措置が講じられることから、
合併特例債や合併市町村補助金などの活用を予定している事業は、できるだけ明確に位置付けておく必要がある。 

 (3) 公共的施設の統合整備に関する事項（合併特例法第５条第１項第３号） 
   支所・出張所の統廃合、小中学校の統合など、合併市町村の公共的施設の統合整備について定めるもの。 
 (4) 合併市町村の財政計画 

   一般的に、合併後、おおむね５～１０年間程度の期間について定めることが適当とされているが、計画策定に当たっては、地方交付税、国・県補助金、地方債
等の依存財源を過大に見積もることのないように留意する必要がある。 
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